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序文 

独立行政法人通則法(平成11年法律第103号)第30条第1項の規定に基づき、

独立行政法人日本原子力研究開発機構(以下｢機構｣という。) の平成 17 年 

(2005 年) 10 月から始まる期間における中期目標を達成するための計画 (以下

｢中期計画｣という。) を次のように作成する。 

 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

成するため取るべき措置 

 

1．エネルギーの安定供給と地球環境問題の同時解決を目指した原子力システム

の研究開発 

 

(1)高速増殖炉サイクル技術の確立に向けた研究開発 

 

1) 高速増殖炉サイクルの実用化研究開発 

燃料形態、炉型、再処理法、燃料製造法等の高速増殖炉サイクル技術に

関する多様な選択肢について検討し、高速増殖炉サイクル技術として適切

な実用化像とそこに至るための研究開発実施計画案を平成 27年(2015 年)

頃に提示することを目標として実施する。 

具体的には、 

 

① 平成 17 年度(2005 年度)までには、平成 13 年度(2001 年度)から実施

してきている原子炉(ナトリウム冷却炉、鉛ビスマス冷却炉、ヘリウム

ガス冷却炉、水冷却炉)、再処理法(先進湿式法、金属電解法、酸化物電

解法)、燃料製造法(簡素化ペレット法、振動充填法、鋳造法)に関する

研究成果をもとにして、研究開発の重点化の考え方及びこれを踏まえた

課題を取りまとめる。 

なお、前記の課題を取りまとめるに当たっては、高速増殖炉サイクル

の実用化時期(軽水炉サイクルとの共存期間)、プルトニウム需給、再処

理等軽水炉サイクル技術との連携等を考慮した軽水炉サイクルから高

速増殖炉サイクルへの合理的な移行の在り方に配慮する。 
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② 平成 18 年度(2006 年度)以降は、上記①の取りまとめを踏まえるとと

もに、これに対する国の評価・方針に基づき、主として開発を進めてい

くべき概念を中心に技術開発を実施しつつ、その成果に基づき設計研究

を進める。 

さらに高速増殖炉サイクルの実用化時期(軽水炉サイクルとの共存期

間)、プルトニウム需給、再処理等軽水炉サイクル技術との連携等を考

慮した軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへの合理的な移行のあ

り方の検討や、これに対応する燃料サイクルシステムの概念検討及びこ

れに資する研究開発を進める。 

 

2)高速増殖原型炉「もんじゅ」における研究開発 

高速増殖原型炉「もんじゅ」は、高速増殖炉サイクル技術の研究開発の

場の中核として、運転開始後 10 年間で「発電プラントとしての信頼性の

実証」と「運転経験を通じたナトリウム取扱技術の確立」という所期の目

的を達成すべく、 

① 漏えい対策等の改造工事及び長期停止機器等の点検・整備を行い、工

事確認試験を終了する。 

 

② その後、燃料交換を経て性能試験を再開し、 

ⅰ 発電プラントとしての信頼性の実証・向上に向け、100％出力運転に

向けて出力段階に応じた性能確認を進める。 

ⅱ 高速増殖炉の設計及び運転保守管理技術の高度化のため、起動・停

止を含めた運転・保守データを取得し、プラントの熱過渡余裕等の設

計裕度の検証や、運転信頼性の向上及びナトリウム取扱技術の確立を

進める。 

 

3)プルトニウム燃料製造技術開発 

高速増殖原型炉「もんじゅ」及び高速実験炉「常陽」への燃料の安定供

給を可能とする工学規模の燃料製造技術の確立のため、 

① 高速増殖原型炉「もんじゅ」の運転計画に支障を与えないように、
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性能試験において装荷する燃料の供給を可能とする技術を確立する。

また、性能試験後に装荷する燃料の供給を可能とする技術の確立を進

める。 

② 高速実験炉「常陽」の運転計画に支障を与えないよう安定的な燃料

供給体制を維持する。 

 

(2) 高レベル放射性廃棄物の処理・処分技術に関する研究開発 

機構は、我が国における地層処分技術に関する研究開発の中核的役割を担

い、処分実施主体である原子力発電環境整備機構による処分事業と、国によ

る安全規制の両面を支える技術を知識基盤として整備していく。 

このため、｢地層処分研究開発｣と「深地層の科学的研究」の二つの領域を

設け、他の研究開発機関と連携して研究開発を進め、その成果を地層処分の

安全確保の考え方や評価に係る様々な論拠を支える「知識ベース」として体

系化する。 

中期目標期間における研究開発成果を、国内外の専門家によるレビュー等

を通じて技術的品質を確保した包括的な報告書と知識ベースとして取りま

とめる。 

 

1)地層処分研究開発 

① 工学技術の信頼性向上や安全評価手法の高度化のため、人工バリア等

の長期挙動や核種の移行等に関わるモデルの高度化を図り、データを拡

充するとともに、評価に必要となるデータの標準的取得方法を確立する。

また、地質環境データ等を考慮した現実的な処分システム概念の構築手

法や全体システムモデルを整備するとともに、掘削深度を考慮して、設

計、安全評価手法の深部地質環境での適用性確認を行う。 

② 以上の成果について、深地層の科学的研究の成果及び国内外の知見と

あわせて、総合的な技術として体系化した知識ベースを開発し、適切に

管理・利用できるように、品質管理や更新の考え方を含めた知識管理シ

ステムとして構築する。また、知識ベースを活用した地層処分技術の理

解促進のための手法開発を進める。 
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2)深地層の科学的研究 

① 岐阜県瑞浪市において結晶質岩と淡水系地下水、北海道幌延町におい

て堆積岩と塩水系地下水を研究対象とした深地層の研究計画を進める。

深度に依存する科学的、工学的因子、特定放射性廃棄物の最終処分に関

する法律(平成12年法律第117号)に示された要件(地下300m以深)を考

慮し、中間深度(瑞浪市；地下 500m 程度、幌延町；地下 300m 程度)まで

の坑道掘削時の調査研究を行う。得られた地質環境データに基づき、地

上からの調査研究で構築した地質環境モデル(地質構造、岩盤力学、水

理、地球化学)を確認しつつ、地上からの調査技術やモデル化手法の妥

当性の評価を行う。これらを通じ、精密調査における地上からの調査で

必要となる技術の基盤を整備する。 

② 深地層の研究計画の坑道掘削時の調査研究として、坑道掘削に係る工

学技術や影響評価手法についても検討を行い、適用性や信頼性を確認す

るとともに、その後の調査研究に向けて最適化を図る。 

③ 地質環境の長期安定性に関する研究については、精密調査地区の選定

において重要となる地質環境条件に留意して、天然現象に伴う地質環境

の変化を予測・評価するための調査技術の体系化やモデル開発等を進め

る。 

 

(3)原子力システムの新たな可能性を切り開くための研究開発 

 

1)分離・変換技術の研究開発 

原子力利用に伴う高レベル放射性廃棄物の処分に係るコストを合理的

に低減することを目指し、高速増殖炉サイクル技術並びに加速器駆動シス

テム(ADS)を用いた分離変換技術の研究を、分離技術と核変換技術の整合

性を保ちつつ進める。また、廃棄物処分における分離変換技術の導入シナ

リオ、導入効果の検討を進める。 

① 分離技術の研究では、いずれの方法にも適用可能な技術基盤として、

マイナーアクチノイド(MA)や長寿命核分裂生成物(LLFP)、発熱性核分裂

生成物の適切な分離を達成できるプロセス技術に関する基盤データを

取得する。これらの成果をもとに、コストを低減可能な新しい分離プロ
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セス概念を構築、提示する。 

② 核変換技術の研究開発では、核変換の対象となる MA や LLFP の核デー

タ整備、核設計コードの整備及び炉物理実験による設計精度の向上を進

める。また、MA 含有燃料の物性取得や LLFP 含有ターゲットの試作によ

り、核変換技術の基盤構築に資する。 

ⅰ 高速増殖炉サイクル技術を用いた方法については、MA 含有燃料ペ

レットの試作及び照射試験等、高速増殖炉サイクル実用化戦略調査研

究で実施している要素技術の研究等を基に、高速増殖炉技術による分

離変換システムを構築、提示する。 

ⅱ 加速器駆動システム(ADS)を用いた方法については、システムの概

念検討と共に、核破砕ターゲット用材料、超伝導陽子加速器の要素技

術、鉛ビスマス関連要素技術の研究を進め、成立性の高い核変換技術

を構築、提示する。ADS 用燃料サイクル技術の研究として、MA 高含有

窒化物燃料及び乾式処理プロセスの技術的成立性評価に資するデー

タを取得する。 

これらの実施にあたっては外部資金の獲得に努める。 

 

2)高温ガス炉とこれによる水素製造技術の研究開発 

原子力エネルギー利用の多様化として、水素製造と発電の実現が可能な

高温ガス炉技術基盤の確立を目指すとともに、高温の核熱利用を目指した

地球温暖化ガスの発生を伴わない熱化学法による水素製造技術を開発する。 

 

①高温ガス炉の技術基盤の確立を目指した研究開発 

高温ガス炉の技術基盤の確立を目指し、高温工学試験研究炉(HTTR)

において、運転日数が 50 日以上の高温(950℃)連続運転を行い、炉心の

燃焼特性、ヘリウムの純度管理、高温機器の性能、炉内構造物等の健全

性等に関するデータを取得・評価することにより、高温ガス炉の実用化

に必要なデータの蓄積を行う。 

高温ガス炉の技術の高度化に向け高温ガス炉の特性評価に関する研

究、燃料・材料の開発及び長寿命化を目指した研究等を行う。HTTR に

おいて、異常事象等を模擬した試験を行うことにより、高い固有の安全
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性等、高温ガス炉の特性を実証するとともに、特性評価手法の高度化を

図る。また、燃料の高燃焼度化(約 120GWd/t を目標)及び黒鉛構造物の

長寿命化(約 6年間を目標)及び耐熱セラミックス製構造物の開発を目

指した研究開発を行う。これら高温ガス炉の技術の高度化に向けた研究

開発の実施にあたっては、外部資金の獲得に努める。 

 

②核熱による水素製造の技術開発 

ⅰ 過渡時、事故時の動特性試験の成果を反映し、HTTR－IS システム

における熱供給システムの設計を完了する。 

ⅱ IS システムによる 30m3/h 規模の水素製造技術を確証する。なお、

実施にあたっては、外部資金の獲得に努める。 

ⅲ 熱利用に係わる高温隔離弁、タービン圧縮器等の要素技術開発にお

いては、国内産業界との連携及び国際協力の活用を図るとともに、外

部資金の獲得に努める。 

 

3)核融合エネルギーを取り出す技術システムの研究開発 

原子力委員会が定めた第三段階核融合研究開発基本計画に基づき、核融

合研究開発を総合的に推進し、核融合エネルギーの実用化に貢献する。国

際熱核融合実験炉(ITER)計画及び幅広いアプローチに取り組むとともに、

炉心プラズマ及び核融合工学の研究開発を進め、その成果を ITER 計画に

有効に反映させることにより、ITER 計画の技術目標の達成に貢献する。

また、補完的研究開発としてのトカマク炉心改良等の炉心プラズマ研究開

発を行うとともに、増殖ブランケット・構造材料等の核融合工学研究開発

を推進し、経済性を見通せる原型炉の実現に必要な技術基盤の構築に貢献

する。また、国際協力を活用することにより、以上の研究開発の円滑な推

進を図る。 

 

①国際熱核融合実験炉(ITER)計画 

ITER 協定（イーター事業の共同による実施のためのイーター国際核

融合エネルギー機構の設立に関する協定）発効までは、ITER 移行措置

活動の実施機関として、調達の準備等、ITER 建設の共同実施を円滑に
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開始するために必要な活動を実施する。ITER 協定発効後は、ITER 協定

に基づく国内機関として、調達や人材提供の窓口として ITER 建設活動

に取り組む。また、幅広いアプローチ協定（核融合エネルギーの研究分

野におけるより広範な取組を通じた活動の共同による実施に関する日

本国政府と欧州原子力共同体との間の協定）発効前は、ITER 建設に係

る支援と並行して、幅広いアプローチの推進を支援する。幅広いアプロ

ーチ協定発効後は、幅広いアプローチ協定に基づく実施機関としての業

務を実施する。 

また、粒子制御を活用した燃焼模擬実験等を実施することにより、燃

焼プラズマ制御手法の指針を得る。 

核融合エネルギーフォーラム活動を通して大学・研究機関・産業界の

意見や知識を集約しつつ、ITER計画及び幅広いアプローチに取り組み、

ITER 計画及び幅広いアプローチと国内核融合研究との成果の相互還流

に努める。 

 

②炉心プラズマ研究開発及び核融合工学研究開発 

炉心プラズマ研究開発としては、実験炉の補完的研究開発として、定

常高ベータ化研究を進め、高自発電流割合のプラズマや高い規格化ベー

タ値のプラズマの維持時間を伸長する。 

上記研究を進めるため、加熱装置の連続入射時間を伸長する等の装置

技術開発を行うとともに、プラズマ輸送等のコードを改良する。また、

大学等との相互の連携・協力を推進し、人材の育成に貢献する。 

理論・シミュレーション研究では、炉心プラズマの乱流構造の解明を

進めるとともに、プラズマの磁気流体的な挙動に関わる理論・数値計算

手法を開発し、閉じ込め・安定性制御のための理論的指針を取得する。 

核融合工学研究開発としては、増殖ブランケットや構造材料の研究を

行うとともに、核融合エネルギー利用のための基礎的な研究開発や炉シ

ステムの研究を実施する。 

増殖ブランケットの研究開発では、ITER での試験に向けた検討を

進め、試験モジュールの基本要件を明らかにする。構造材料の研究開

発では、低放射化フェライト鋼について高中性子照射線量の照射条件
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での材料特性等のデータを蓄積し、原型炉への適用可能性を評価する。

また、核融合材料照射試験に関し、現在国際協力で行われている検討

活動に参加する。 

 

(4)民間事業者の原子力事業を支援するための研究開発 

民間事業者による軽水炉使用済燃料の再処理及び軽水炉でのプルトニウ

ム利用を推進するため、民間事業者から適正な対価を得つつ、そのニーズを

踏まえて、必要な技術開発に取り組む。 

 

1) 平成 17 年(2005 年)度末を目途に電気事業者との既役務契約に基づく軽

水炉ウラン使用済燃料の再処理を終了する。 

 

2) 燃料の高燃焼度化に対応する再処理技術の高度化を図るため、六ヶ所再

処理工場に係る技術的課題の提示を受けた上で燃焼度の高い軽水炉ウラン

使用済燃料の再処理試験の計画を進める。 

 

3) 「ふげん」ウラン-プルトニウム混合酸化物(MOX)使用済燃料等の再処理

試験を実施する。 

 

4) 高レベル廃液のガラス固化処理技術開発及び低レベル廃棄物の減容・安

定化技術開発を継続して実施する。 

 

2．量子ビームの利用のための研究開発 

中性子、荷電粒子・放射性同位元素(RI)、光量子・放射光等の量子ビーム

の高品位化や利用の高度化等を目指した量子ビームテクノロジーの研究開

発により、ライフサイエンス、ナノテクノロジー等の様々な科学技術分野に

おける優れた成果の発出に貢献し、先端的な科学技術分野の発展や産業活動

の促進に資する。 

 

(1)多様な量子ビーム施設・設備の戦略的整備とビーム技術開発 

高エネルギー加速器研究機構(KEK)と協力して大強度陽子加速器
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(J-PARC)の開発を進め、高出力の陽子ビームを制御及び安定化するための

技術の高度化により、100ｋW の陽子ビーム出力を達成する。 

 

中性子利用のための利用技術開発として、高強度パルス中性子用の検出

器、中性子光学素子等の開発を進め、中性子利用実験装置の開発に活用す

る。また、J-PARC に中性子利用施設を整備する外部機関に対して、必要

な技術情報の提供等の支援を行う。 

 

冷中性子ビームについて現状(JRR-3においては 約 1× 108n/cm2sec)の

約 10 倍の強度を目指すとともに、ホウ素中性子捕捉療法(BNCT)等、中性

子利用技術高度化の研究開発を行う。 

 

荷電粒子・RI 利用研究を推進するため、ビーム径 1μm以下の数百 MeV

級重イオンマイクロビーム形成等のビーム技術、加速器技術及び照射技術

の開発等を行う。 

 

光量子・放射光の利用技術開発では、ペタワット・レーザーの主パルス

とプレパルスの強度比 108倍への向上、Ｘ線レーザーで 0.1Hz の繰返し発

振を実現する。また、アト秒パルス高輝度 X線の発生を可能とする短パル

ス小型高強度レーザー技術、エネルギー回収型次世代放射光源実現のため

の低エミッタンス大電流電子銃を開発する。 

がん治療用等のレーザー駆動小型陽子加速器の実現に貢献するため、レ

ーザーによる MeV 級の高エネルギー陽子の発生を実現するとともに、エネ

ルギースペクトルの準単色化を目指す。 

 

(2)量子ビームを利用した先端的な測定・解析・加工技術の開発 

生体高分子用中性子回折計の高度化、タンパク質に対する中性子非弾性散

乱法及び中性子小角散乱法等、生命科学研究に中性子を利用するための研究

開発を推進する。 

 

中性子非弾性散乱法中性子小角散乱法等の高度化技術開発、偏極中性子解
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析法やパルス中性子を利用した物質の構造解析法の開発等を行い、物質科学、

ナノテクノロジー・材料研究に中性子を利用するための研究開発を推進する。 

 

位置分解能 1mm 以内の中性子即発γ線分析、材料内部残留応力の測定・解

析、材料構造解析等の中性子回折利用技術及び解析法の開発を進める等、中

性子を利用した非破壊測定・解析技術の確立に向けた研究開発を推進する。 

 

細胞の放射線応答解明のため、重イオンマイクロビームを用いた細胞局部

照射技術を確立する。また、有用遺伝子資源創成によるイオンビーム育種技

術や、植物中の物質動態解明のためのポジトロンイメージング技術等、荷電

粒子・RI の利用技術の高度化研究を推進する。 

 

生きたままの細胞等の瞬時観察を可能とするレーザープラズマＸ線顕微

鏡の要素技術を開発する。放射光とレーザーの相補的利用による物質の構造

解析法を開発する。 

 

放射光による時分割測定法を開発することにより、アクチノイド物質の抽

出・分離、触媒反応に関するその場観察法を確立するほか、多重極限環境下

でのＸ線回折実験技術開発や、酸化物超伝導体の電子状態等の解明のための

共鳴非弾性散乱法の開発等を行い、放射光利用技術の高度化を推進する。 

 

(3)量子ビームの実用段階での本格利用を目指した研究開発 

量子ビームを利用した研究開発のうち、これまでの研究成果の蓄積により

近い将来における実用化が見込まれる以下のものについては、民間事業者と

分担、協力して実用化を目指した研究開発を行い、適正な対価負担を求める。 

 

荷電粒子を利用して、高付加価値材料・素子の創製に貢献するため、半導

体の放射線劣化の予測モデルを構築するとともに、10MGy の耐放射線性を有

する炭化ケイ素(SiC)トランジスタ、水素と不純物の分離比が 10 対 1 以上の

水素分離能を持つ SiC セラミック薄膜、家庭用高耐久性燃料電池膜等を開発

する。 
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荷電粒子を利用して、環境浄化・保全に貢献するため、生分解性高分子材

料を開発するとともに、大気中の有機汚染物質を捕集・無害化する技術を開

発する。 

 

放射光と中性子を用いて、材料の表面から内部に至る残留応力の 3次元分

布測定法を開発し、エンジン等の機器の評価に応用する。 

 

短パルスレーザーを用いた、応力腐食割れ(SCC)防止等に有効な非熱蒸発

加工による残留応力除去技術を開発するとともに、高効率の同位体分離技術、

同位体材料創製技術を開発する。 

 

3．原子力の研究、開発及び利用の安全の確保と核不拡散に関する政策に貢献す

るための活動 

 

(1)安全研究とその成果の活用による原子力安全規制行政に対する技術的支援 

軽水炉発電の長期利用に備えた研究を行う。原子力安全委員会の定める

｢原子力の重点安全研究計画｣等に沿って安全研究を実施し、中立的な立場か

ら安全基準や指針の整備等に貢献する。規制支援に用いる安全研究の成果の

取りまとめに当たっては、中立性・透明性の確保に努める。なお、実施に当

たっては外部資金の獲得に努める。 

 

1)確率論的安全評価(PSA)手法の高度化・開発整備 

リスク情報を活用した新たな安全規制の枠組みの構築に資するため、発電

用軽水炉に対するPSA手法の高度化や核燃料サイクル施設に対するPSA手法

の開発整備を行う。また、原子力安全委員会による安全目標の策定、及び立

地評価や安全評価指針等の体系化に資するため、原子力施設毎の性能目標等

の検討を行う。 

国内外において発生した原子力事故・故障の分析及び海外の規制等に係る

情報の収集、分析を行い、教訓や知見を導出する。 
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2)軽水炉燃料の高燃焼度化に対応した安全評価 

安全審査のための基準等の高度化に貢献するために、事故時燃料挙動模擬

実験を実施するとともに、高燃焼度燃料特有の現象を解明することによって、

燃料挙動解析手法を高精度化する。 

 

3)出力増強等の軽水炉利用の高度化に関する安全評価技術 

合理的な規制に資するため、安全余裕のより高精度な定量評価が可能な最

適評価手法を開発する。特に、3 次元二相流や核熱の連成を含む炉心熱伝達

等、複合的な熱水力現象のモデル化を図り、必要なデータを取得する。シビ

アアクシデントに関しては、リスク上重要な現象のソースターム評価の不確

実さ低減を図ることとする。 

 

4)材料劣化・高経年化対策技術に関する研究 

高経年化機器の健全性確認に資するため、確率論的破壊力学解析手法等を

整備する。放射線による材料劣化挙動について照射実験を行い、機構論的な

経年変化の予測手法及び検出手法を整備するとともに炉内構造物の健全性

評価に必要な照射誘起応力腐食割れ(IASCC)に関する照射後試験データベー

スの構築に寄与する。 

 

5)核燃料サイクル施設の臨界安全性に関する研究 

再処理施設及び MOX 燃料加工施設の臨界事故等に関する実験データを蓄

積するとともに、高精度の臨界安全評価手法を整備する。また、軽水炉にお

ける高燃焼度燃料や MOX 燃料の利用、並びに使用済燃料の輸送や中間貯蔵施

設の安全基準整備に資するため、燃焼度クレジット、臨界管理手法及び臨界

安全データベースを整備する。 

 

6)核燃料サイクル施設の事故時放射性物質の放出・移行特性 

核燃料サイクル施設の火災・爆発・臨界事故が万一発生した時の放射性物

質の放出・移行特性等に関する基礎データを取得し、安全審査等に対する科

学的知見を提供する。 
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7)高レベル放射性廃棄物の地層処分に関する研究 

安全審査基本指針の策定に資するために、安全指標、制度的管理、評価期

間等に関する基本的考え方を提示する。安全評価に関しては、水文地質学的

変動、隆起浸食、人工バリア材の長期変質、放射性核種挙動の変動等を扱う

長期安全評価手法を開発・整備する。 

 

8)低レベル放射性廃棄物の処分に関する研究 

低レベル放射性廃棄物のうち、超ウラン核種廃棄物およびウラン廃棄物の

処分については、廃棄物の特性及び処分方法に応じた安全規制の基本的考え

方の策定に資するため、評価シナリオの設定、固化体・人工バリア・天然バ

リアの機能評価等を含めた安全評価手法を開発・整備する。また、処分方法

ごとの濃度上限値設定に必要な解析を行う。 

低レベル放射性廃棄物のうち炉内構造物等廃棄物については、余裕深度処

分に関する安全評価手法を開発・整備する。 

 

9)廃止措置に係る被ばく評価に関する研究 

廃止措置については、作業者・周辺公衆の被ばく評価手法、敷地解放後の

被ばく評価手法の整備を行う。また、クリアランスの対象となる廃棄物につ

いての評価対象核種、組成比、濃度測定方法等を検討する。 

 

10)関係行政機関への協力 

安全基準、安全審査指針類の策定等に関し、原子力安全委員会や関係する

規制行政庁への科学的データの提供等を行う。また、原子力施設等の事故・

故障の原因究明のための調査等に関しても、関係行政機関等からの個々具体

的な要請に応じ、人的・技術的支援を行う。 

 

(2)原子力防災等に対する技術的支援 

関係行政機関や地方公共団体の要請に応じて、原子力災害時等における人

的・技術的支援、平常時における原子力防災関係者に対する訓練、研修を実

施するとともに、オフサイトセンターへの協力、原子力緊急時支援・研修セ
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ンターの運営により、関係行政機関及び地方公共団体の緊急時対応に貢献す

る。 

 

国や地方公共団体による防災計画策定に役立てるため、PSA や環境影響評

価等の手法を活用して、緊急時における判断や各種防護対策の指標、範囲、

実施時期等の技術的課題の検討を行う。また、緊急時の意思決定プロセスに

おける専門家支援のため、緊急時意思決定支援手法等の検討を行う。 

 

原子力防災に係る調査・研究、情報発信を行うことにより国民の安全確保

に資する。 

 

(3)核不拡散政策に関する支援活動 

多様な核燃料サイクル施設を有し、多くの核物質を扱う機関として、これ

までの技術開発を通じて培ってきた知識・経験･人材に立脚し、また、技術

力を結集して、核不拡散強化のための国際貢献に努める。 

 

1) 関係行政機関の要請を受け、技術的知見に基づく政策的な研究を行い、

国際的な核不拡散体制の強化に資するとともに、我が国の核不拡散政策立

案を支援していく。 

また、核不拡散に関連した情報を収集し、データベース化を進め、関係

行政機関との情報共有を図る。 

インターネット等を利用して積極的な情報発信を行うとともに、国際フ

ォーラム等を年 1回開催して原子力平和利用を進める上で不可欠な核不拡

散についての理解促進に努める。 

 

2) 我が国の核物質管理技術の向上及び関係行政機関、国際原子力機関

(IAEA)を技術的に支援するために、核燃料サイクル施設への統合保障措置

適用のための効率化･合理化のための技術開発、保障措置強化・効率化の観

点より、関係行政機関の要請を受け、計量管理、極微量核物質同位体比測

定法の技術開発等を行う。 
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3) 非核化支援として、関係行政機関の要請に基づき、包括的核実験禁止条

約(CTBT)の検証技術の開発等を行う。 

 

4) 放射性核種に関する CTBT 国際監視観測所、公認実験施設及び国内データ

センターの整備、運用を継続する。 

なお、実施に当たっては外部資金の獲得に努める。 

 

4．自らの原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理・処分に係る技術開発 

自らの原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理・処分については、

原子力施設の設置者及び放射性廃棄物の発生者としての責任において安全

確保を大前提に、計画的かつ効率的に進めていく。この際、安全確保はもち

ろんのこと、コスト低減が重要であるから、合理的な廃止措置や放射性廃棄

物の処理・処分に必要な技術開発を実施する。 

 

(1)原子力施設の廃止措置に必要な技術開発 

ふげん発電所、人形峠・ウラン濃縮関連施設等に係る廃止措置技術の研究

開発を実施する。再処理特別研究棟を用いた再処理施設に係る廃止措置技術

の研究開発を実施する。 

また、廃止措置およびその準備に係る作業において、各種データを取得す

るとともに、それらを基に、合理的な廃止措置を行うための廃止措置統合エ

ンジニアリングシステムの構築を進める。さらに、各種施設の解体時等にお

ける廃棄物管理に適用できるクリアランスレベル検認評価システムの開発

を進める。 

 

(2)放射性廃棄物の処理・処分に必要な技術開発 

放射性廃棄物の処理・処分に必要な技術として、廃棄体の放射能測定評価

技術、廃棄体化処理技術、除染技術等の開発を進める。また、廃棄物、廃棄

体に係る放射能及び物性データの収集・整備等を進めるとともに、廃棄物発

生から処理・処分までの履歴を追跡できる廃棄物管理システムを開発する。

さらに、自らの廃棄物に対し、合理的な処分を目指すため、TRU 廃棄物、ウ

ラン廃棄物及び RI・研究所等廃棄物の各廃棄体の物理的・化学的特性、核
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種移行への影響等に関する研究開発並びに処分場の設計・安全評価に関する

データ取得等を進める。 

 

5．原子力の研究、開発及び利用に係る共通的科学技術基盤の高度化 

 

(1)原子力基礎工学 

我が国の原子力研究開発の基盤を形成し、新たな原子力利用技術を創出す

るため、以下の原子力基礎工学研究を実施する。なお、実施に当たっては外

部資金の獲得に努める。 

 

1)核工学研究 

大規模モックアップ臨界試験を必要としない先進的な核設計技術の確

立を目指し、高精度炉物理解析コードシステム及び核設計誤差評価システ

ムを開発する。 

核計算の信頼性向上のため、燃料の高燃焼度化に伴い、従来よりも重要

性が増す FP 核種や MA 核種を中心とした核データの評価により、誤差デー

タの充実した汎用評価済み核データライブラリーJENDL-4 を完成させる。 

 

2)炉工学研究 

大規模熱流動実験を必要としない高精度かつ低コストの炉心熱設計手

法の実現を目指し、炉心内沸騰二相流に対する機構論的解析手法の開発に

目途をつける。また、中性子ラジオグラフィ法、光ファイバー等を用いた

3 次元熱流動計測技術を開発し、解析手法検証用実験データを取得する。

さらに、将来の原子力システムの熱工学的成立性を評価するために必要な

熱データベースを取得する。 

 

3)材料工学研究 

水冷却の原子力システムで使用される炉心材料の経年劣化型現象を支

配する照射下の水-材料界面反応の機構を解明し、材料の使用限界を評価

するとともに、耐照射性材料の開発を進める。 

原子炉材料の照射誘起応力腐食割れ(IASCC)機構の解明に必要な照射材
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の基礎的な材料挙動に関する知見を取得するとともに、原子力用ステンレ

ス鋼の応力腐食割れ(SCC)の支配因子を探索する。 

各種原子力材料の照射挙動のデータの取得及び評価を行い、機器の健全

性評価等に有効な微細組織変化や延性破壊に係る照射挙動シミュレーシ

ョンコード開発の見通しを得る。 

再処理施設用材料の高度化のために、放射線場の硝酸溶液中の腐食や環

境割れの予測技術、監視技術及び防食技術の高性能化を図る。 

 

4)核燃料・核化学工学研究 

湿式再処理の技術基盤を強化することを目的に、湿式プロセスにおける

アクチノイド元素等の挙動データを取得・整備する。ウラン前段高除染分

離、アクチノイド一括分離、MA/Ln 分離等に適した新規抽出剤を開発し、

物性データを取得して溶媒抽出挙動を評価するとともに、アクチノイドの

効率的分離のための新しい分離手法の基盤データを取得する。 

高プルトニウム富化 MOX 燃料の照射挙動評価に必要な熱的及び機械的

物性を測定する。 

 

5)環境工学研究 

放射性物質等の環境負荷物質の動態を解明するために、包括的予測モデ

ル・システムを構築する。また、加速器質量分析法等による環境試料中極

微量核種分析を行い、日本海物質循環予測モデルを開発する。さらに、10-12

～10-15g領域極微量核物質同位体比測定法、ウラン含有微粒子(直径1μm以

下)検出法等を開発する。 

 

6)放射線防護研究 

小動物の中性子線量データを人体に外挿する手法、臨界事故時線量計算

システム及び国際放射線防護委員会(ICRP)が提案する最新モデルに基づ

く線量評価法を開発し、線量評価法の信頼性を向上させる。また、放射線

管理技術開発として、単色中性子校正場の確立をはじめ、多様な被ばく形

態に対応した放射線校正技術及び放射線計測技術の開発を行う。 
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7)放射線工学研究 

遮蔽基礎データを取得し、遮蔽設計法及び放射線挙動解析手法を開発す

る。 

放射性廃棄物の資源化を目指して、放射性核種を線源とする放射線触媒

反応による有害物質の無害化技術等を探索する。 

 

8)シミュレーション工学研究 

グリッド技術による並列分散計算技術を開発し、原子力施設の耐震性評

価用仮想振動台を構築する。原子炉材料のき裂進展、核燃料の細粒化現象

の機構解明や、原子力分野におけるナノデバイスの開発に貢献するため、

ミクロからマクロに至る計算手法を統合したマルチスケーリングモデル

手法を構築する。低線量放射線影響の解明に貢献するため、IT を活用し

たゲノム情報解析用データベースを構築し、DNA 修復タンパク質の機能を

解明するとともに、DNA 損傷・修復シミュレーションの高度化を進める。

さらに、超高速ネットワークコンピューティングに関する技術開発と次世

代ハードウェア技術による専用シミュレータ基盤技術の開発を行い、超高

速コンピューティングニーズに効率的に対応できるシステムを構築する。 

 

9)高速増殖炉サイクル工学研究 

高速増殖炉サイクル技術の研究開発の多面的な可能性を探索し、またこ

の活動を支える共通技術基盤を形成する研究開発を行う。 

設計手法の高度化につながる解析コードの開発、物理・化学現象をより

詳細に把握するため試験研究を行い、それらの成果のデータベース化、評

価手法や技術基準の整備等を着実に進める。 

また、ピーク燃焼度 25 万 MWd/t 程度(炉心平均燃焼度で 15 万 MWd/t 程

度に相当)の高燃焼度燃料の開発を目指し、燃料材料、マイナー･アクチニ

ド含有燃料等の高速中性子による基礎照射データの取得を進める。 

 

(2)先端基礎研究 

原子力科学は、あらゆる科学・工学分野の基礎を形成するものであり、我

が国における社会基盤を支える科学技術の基礎を成すものである。そのため、
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将来の原子力科学の萌芽となる未踏分野の開拓を進め、新原理、新現象の発

見、新物質の創生、新技術の創出を目指した先端基礎研究を行う。 

 

6．放射性廃棄物の埋設処分 

独立行政法人日本原子力研究開発機構法（平成 16 年法律第 155 号。以下

「機構法」という。）第 17 条第 1項第 5号に規定する業務を、同法第 19 条

に規定する「埋設処分業務の実施に関する計画」に基づき、機構以外の発生

者を含めた関係者の協力を得て実施する。 

・埋設施設の概念設計を行い、その結果等に基づき、早期に立地基準等の

策定や埋設事業総費用の精緻な見積りを行う必要があることから、概

念設計の前提条件となる事項について調査し、取りまとめる。 

・受託契約の準備等、埋設処分業務を推進するために必要な準備を行う。 

 

7．産学官との連携の強化と社会からの要請に対応するための活動 

 

(1)研究開発成果の普及とその活用の促進 

1) 研究情報の国内外における流通を促進し、研究成果の社会への還元を図

る。 

① 成果情報の整理・記録・発信体制の一元的処理により、基礎・基盤研

究を業務とする部門を中心に、成果を査読付論文として中期目標期間中

年平均 900 編以上公開する。 

② 広報及び情報公開活動においては、ホームページや大学公開講座、専

門家講師派遣等を充実させ、情報発信機能を拡充するとともに、各種成

果報告会を年平均 20 回以上開催して成果の PR に努める。 

③ 高レベル放射性廃棄物の処理・処分技術の成果普及と国民の理解増進

を進めるため、研究施設の一般公開や深地層研究の体験学習を実施する。 

 

2) 研究開発成果について、特許等の出願による知的財産化を促進する一方、

機構が取得した特許等について産業界による利用機会を増大させる。 

① 特許等の内容のデータベース化及び公開を行うとともに、権利化した

特許等については、一定期間ごとに実施可能性の観点から当該権利の維
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持の必要性を見直し、効率的な管理が行われるように努める。 

② 技術相談会等の開催回数を前年度以上実施する等、保有技術の説明を

積極的に行い、実用化を促進する。また、ベンチャー支援制度、機構の

特許を用いた製品化研究支援制度等を整備し、利用機会を平成 16 年度

(2004 年度)の日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構との合計の

実績(87件)より、中期目標期間中に5年間の平均で10％以上増加させ、

活用を促進する。 

 

3) 核燃料サイクル技術については、民間事業者からの要請に応じて、機構

の資源を活用し、人的支援も含む民間事業の推進に必要な技術支援に取り

組む。 

① 民間事業者の核燃料サイクル事業に対して、民間事業者からの要請に

応じて、技術者の派遣による人的支援、要員の受け入れによる養成訓練

を継続するとともに、機構が所有する試験施設等を活用した試験、トラ

ブルシュート等に協力する。 

② 機構の研究開発の成果を民間事業者からの要請に応じて、技術移転す

るとともに、技術移転後も引き続き情報の提供や技術指導(技術者の派

遣や要員受け入れによる人的支援を含む)等を実施して、民間事業者に

よる成果の活用を促進する。 

 

(2)施設・設備の外部利用の促進 

機構が保有する施設・設備は、外部利用者から適正な対価を得て広範な利

用に供するものとする。 

機構が保有する施設・設備のうち民間や他の研究機関が保有することが困

難な原子力研究の基盤として重要な施設・設備は、施設共用に供する。外部

からの利用ニーズが高い施設・設備については、国の利用促進プログラム等

を活用しつつ利用支援体制を整備し、利用者に対して十分な支援を行い、利

用の拡大に努める。 

なお、施設・設備の共用に当たっては、利用者の立場に立って、企業秘密

の保持や機動性、弾力性を確保するとともに透明性・公平性を確保する。利

用時間の配分の決定に際しては、外部利用者が内部利用者より不利な立場に
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置かれることのないよう、また、産業利用が配分の決定において不利な取扱

いを受けることのないよう配慮する。 

 

(3)特定先端大型研究施設の共用の促進 

J-PARC に関して、特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（平

成 6年法律第 78 号）第 5条第 2項に規定する業務（登録施設利用促進機関

が行う利用促進業務を除く。）を実施する。 

・試験研究を行う者の共用に供される中性子線共用施設の建設及び維持管

理等を行う。 

・機構以外の者により設置される中性子線専用施設を利用した研究等を行

う者に対して、当該研究等に必要な中性子線の提供を行うとともに、安

全管理等に関して技術指導等を行う。 

 

(4)原子力分野の人材育成 

大学等と連携協力し、人材育成に関する機能を充実、強化して、原子力分

野の人材育成に取組む。さらに、将来の量子ビーム利用を支える、最新技術

の開発や先端研究を担う人材の育成に貢献する。 

 

1)研修による人材育成 

研修による人材育成については、研修者及び派遣元に対するアンケート

調査により年度平均で 60％以上から「有効であった」との評価を得る。 

2)大学との連携による人材育成 

原子力産業の技術者や規制行政庁等の職員を対象とした大学院修士レ

ベルの専門的実務教育や国際機関等で活躍できる人材の育成に対し、人的

協力及び保有施設の供用により協力する。 

連携大学院制度に基づく協力を拡充するとともに、大学等への人的協力

や保有施設の供用を通じて機構と複数の大学等とが相互補完しながら人

材育成を行う連携大学院ネットを構築することによって原子力人材の育

成を進め、共通的科学技術基盤、量子ビーム利用、高レベル放射性廃棄物

地層処分等の教育研究に貢献する。 
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(5)原子力に関する情報の収集、分析及び提供 

国内外の原子力情報を収集・整理し、原子力の研究開発を支援するととも

に、機構が担うべき外部への情報整理・提供機能について検討し、その向上

を図る。収集すべき情報を精査するとともに、産学官の受け手のニーズに合

わせた整理・提供を行う。 

国際原子力情報システム(INIS)計画に参加し国内の原子力情報を取りま

とめ国際原子力機関(IAEA)に送付するとともに、INIS データベースの国内

利用の促進を図る。 

関係行政機関の要請に基づき、関係行政機関の原子力政策立案や広報活動

を支援する。 

原子力研究開発全般に係る、国外や産業界等への発信も含めた幅広い情報

及び関係行政機関の原子力広報の基礎となるような情報についても提供を

図る。 

 

(6)産学官の連携による研究開発の推進 

産学との連携を強化し、社会のニーズを踏まえた研究開発を推進するため

にプラットフォーム的役割を担う枠組みを構築し、我が国の原子力研究開発

の中核機関としての機能、成果の利用促進機能の発揮に努める。 

産業界との連携に関しては、共同研究、技術移転、技術協力等を効率的に

行う他、産業界との実務レベルでの定期的な意見交換を実施する。 

軽水炉技術の高度化については、機構の保有する原子力基礎工学研究の技

術的ポテンシャル及び施設・設備を効果的かつ効率的に活用し、改良軽水炉

技術開発等に産学と連携した課題設定を行い拠点的に取組む仕組みを構築

することにより、関係行政機関、民間事業者等の取組みに協力する。 

大学等との連携に関しては、大学等の関係者の意見を反映させ、大学等の

機構の研究への参加や研究協力を拡大する。 

 

(7)国際協力の推進 

関係行政機関からの要請に基づき、国際原子力機関(IAEA)、経済協力開発

機構/原子力機関(OECD/NEA)、経済協力開発機構/エネルギー機関(OECD/IEA)

等の活動に積極的に協力し、これら機関への職員を派遣するとともに、諮問
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委員会や専門家会合に専門家を参加させる。また、核不拡散技術開発、非核

化支援、新しい制度等の検討に係る国際協力を通じて、原子力の平和利用、

核不拡散強化のための国際貢献に努める。 

高速増殖炉サイクル技術の研究開発、核融合研究開発や高レベル放射性廃

棄物の処理・処分技術に関する研究開発等に関して、二国間協力及び多国間

協力(ITER 計画、第 4世代原子力システムに関する国際フォーラム(GIF)、

アジア原子力協力フォーラム(FNCA)他)を積極的に実施する。GIF では、技

術的なリード国としてイニシアチブを執るナトリウム冷却高速炉(SFR)を始

めとし、超高温ガス炉(VHTR)等における協力を積極的に進め、開発リスクの

低減、資源の効率的運用を図る。また、原子力技術の世界的発展と安全性の

向上に資するため、FNCA 等により施設の国際利用、国際拠点化等を通じア

ジア諸国・開発途上国に対する国際貢献を図る。 

 

(8)立地地域の産業界等との技術協力 

機構の今後の事業の推進と我が国における原子力事業の継続的な発展に

は、立地地域の企業、大学等との間での連携協力活動を展開し、共同研究や

技術移転を通じて、地域における科学技術や経済の発展に寄与することが極

めて重要である。 

そのため、立地地域の企業、大学、関係機関との連携協力を図り、地域が

持つ特徴ある研究ポテンシャルと機構の先端的・総合的研究ポテンシャルの

融合による相乗効果を活かして、地域の研究開発の拠点化に協力する。また、

立地地域の産業の活性化等に貢献するため、技術相談、技術交流等を進める。 

国際的な研究開発拠点を目指す高速増殖原型炉「もんじゅ」については、

福井県が進めるエネルギー研究開発拠点化構想と連携し、海外研究者の招聘、

国際会議の開催、情報発信等を行う。さらに、幅広い研究開発や教育・人材

育成のために「もんじゅ」を利用していくとともに、研究開発成果を公開す

ることにより成果を地域産業界へ展開し、地元産業の活性化に貢献する。 

岐阜県瑞浪市と北海道幌延町の深地層研究施設については、地域の計画と

も連携しつつ、深地層研究の拠点として、国内外の研究機関等との研究協力

に活用する。 

茨城県のつくば、東海、日立地区の連携強化を図り、機構の同地区の先進
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的施設を核とした一大先端産業地域の形成を目指して茨城県が進めているサ

イエンスフロンティア構想に協力し、J-PARCへの中性子利用実験装置の整備

及びそれらを活用した研究活動、産業利用促進を支援する。これにより、地

域産業の発展や研究成果を活用した新産業・新事業の創出の促進、将来の科

学技術を担う人材の育成等に協力する。 

 

(9)社会や立地地域の信頼の確保に向けた取り組み 

社会・立地地域との共生については、機構の事業に関する安心感・信頼感

を醸成するため、意志決定中枢と研究開発現場との間の責任体制を明確にし

て、情報公開・公表の徹底等により国民や立地地域住民の信頼を確保する。

そのため、安全確保への取り組みや故障・トラブルの対策等の情報を国民や

立地地域に発信する等、国民の理解の促進と一層の安心感を醸成するための

情報公開を進めるとともに、広報・広聴・対話活動を継続的に実施する。具

体的には、対話集会、モニター制度等の広聴活動を年平均 50 回以上実施す

る他、相互の交流と理解を深めるための活動として、自治体等の推進する原

子力教育に協力する。 

 

(10)情報公開及び広聴・広報活動 

国民の科学技術への理解増進を図り、機構の研究成果を積極的に発信する

ため、広報誌、研究施設の公開等を活用し、研究成果等を普及する。広報誌

については年平均 10 回以上の発行を行う。さらに、機構の一般公開、講演

会等を実施するとともに、関係行政機関が主催する国民向け理解増進活動に

積極的に協力する。ホームページの質及び量を充実し各年度の平均月間アク

セス数 50,000 回以上を確保する。 

なお、情報の取扱いに当たっては、核物質防護に関する情報、他の研究開

発機関等の研究や発明の内容、ノウハウ、営利企業の営業上の秘密の適切な

取扱いに留意する。 

 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

1．柔軟かつ効率的な組織運営 
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これまで日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構が異なる経営・業務

運営の下で行ってきた業務を統一的かつ一体的に遂行し、総合的で中核的な

原子力研究開発機関の役割を果たしていくため、理事長のリーダーシップを

支える柔軟かつ機動的な組織体制を構築し、原子力施設の安全を確保しつつ、

効果的・効率的な業務運営を図る。 

理事長のリーダーシップの下、適切な経営管理制度を設計・運用し、事業

の進捗管理、課題の把握と対策を行い、事業の選択と限られた経営資源の集

中投入により、業務運営の効率化を行う。 

 

2．統合による融合相乗効果の発揮 

統合により日本原子力研究所及び核燃料サイクル開発機構の管理部門を

一元化し、簡素化する。管理部門の人員は、平成 16 年度(2004 年度)の日本

原子力研究所と核燃料サイクル開発機構の人員の合計に比べて 130 人以上

削減する。 

基礎・基盤研究からプロジェクト研究開発に至る幅広い専門分野の研究

者・技術者の有する経験や成果等充実した技術基盤をもとに、保有する研究

インフラを総合的に活用し、研究開発を効率的に行う。 

日本原子力研究所の革新的水炉の研究開発部門と核燃料サイクル開発機

構の高速増殖炉の研究開発部門を集約し、研究開発を一元的に実施する。 

実用化を目指したプロジェクト研究開発を進めるに当たっては、プロジェ

クト研究開発を進める部署から基礎・基盤研究を進める部署へニーズを発信

し、基礎・基盤研究を進める部署は、これを的確にフィードバックして適時

かつ的確に研究目標を設定する。また、基礎・基盤研究で得た成果をプロジ

ェクト研究開発に適切に反映させる。 

 

3．産業界、大学等、関係機関との連携強化による効率化 

機構は、日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構が進めてきた産業界、

大学及び関係行政機関との連携関係を一層発展させ、我が国全体の原子力技

術に関する総合力の強化を図るとともに、原子力利用の拡大を図る。 

研究課題の設定や研究内容に関して、産業界との意見交換の場を設ける等

により、産業界、大学及び関係行政機関の意見・ニーズを適切に反映すると
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ともに適正な負担を求め、効果的・効率的な研究開発を実施する。 

 

4．業務・人員の合理化・効率化 

機構の行う業務について既存事業の効率化を進め、独立行政法人会計基準

に基づく一般管理費(公租公課を除く。) について、平成 16 年度 (2004 年

度) の日本原子力研究所及び核燃料サイクル開発機構の合計額に比べ中期

目標期間中に、その 15％以上を削減するほか、その他の事業費 (外部資金

で実施する事業費を除く。) について、中期目標期間中、毎事業年度につき

1％以上の業務の効率化を図る。また、外部資金で実施する事業費について

も効率化を図る。 

事業の見直し及び効率的運営並びに管理部門の更なる効率化を進め、職員

(任期の定めのない者)を平成 16年度(2004 年度)の日本原子力研究所と核燃

料サイクル開発機構の人員の合計に比べ 489 人以上削減する。 

「行政改革の重要方針」（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定）及び「簡素で効

率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成 18 年法律

第 47 号）において削減対象とされた人件費については、平成 22 年度までに

平成 17 年度の人件費と比較し、5%以上削減する。そのため、今中期目標期

間の最終年度である平成 21 年度の人件費については、平成 17 年度の人件費

と比較し、概ね 4%以上の削減を図る。ただし、今後の人事院勧告を踏まえた

給与改定分については削減対象から除く。 

なお、以下の常勤の職員（以下「総人件費改革の取組の削減対象外となる

任期付研究者等」という。）に係る人件費は、削減対象より除く。 

①国からの委託費及び補助金により雇用される任期付研究者 

②運営費交付金により雇用される任期付研究者のうち、国策上重要な研究

課題（第三期科学技術基本計画（平成 18 年 3 月 28 日閣議決定）にお

いて指定されている戦略重点科学技術をいう。）に従事する者及び若手

研究者（平成 17 年度末において 37 歳以下の研究者をいう。） 

③競争的研究資金又は受託研究若しくは共同研究のための民間からの外

部資金により雇用される任期付職員 
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また、機構の事務・技術職員の給与水準に関し、人材確保の観点から類似

の業務を営む民間企業との水準を注視しつつ、平成 21 年度における対国家

公務員年齢勘案指数を 119 以下とすることを目標とする。 

国家公務員における給与構造改革を踏まえ、本給表カーブのフラット化を

図るとともに、管理職手当の見直しに加え、現行の調整手当等の見直しを図

る。 

（注）平成 17 年度の人件費は、日本原子力研究所、核燃料サイクル開発機構及び機構に係る人件費を

合算したものである。 

 

契約等の各種事務手続きを簡素化、迅速化する。また、両法人の情報シス

テムを一元化し、情報ネットワークを活用した情報の電子化、情報伝達の迅

速化を図る。 

任期付任用制度の積極的な活用、国内外の優れた研究者の招聘等により、

研究開発活動の活発化に努める。 

 

5．評価による業務の効率的推進  

機構の事業を効率的に進めるために、外部評価等の結果を活用して評価の

透明性、公正さを高める。 

評価に当たっては、社会的ニーズ、費用対効果、経済波及効果を勘案し、

各事業の計画・進捗・成果等の妥当性を評価し、適宜事業へ反映させる。 

評価結果は、インターネット等を通じて公表するとともに、研究開発組織

や施設・設備の改廃等を含めた予算・人材等の資源配分に反映させ、事業の

活性化・効率化に積極的に活用する。 
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Ⅲ．予算(人件費の見積りを含む。)、収支計画及び資金計画 

1．予算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[注１]上記予算額は運営費交付金の算定ルールに基づき、一定の仮定の下に試

算されたもの。各事業年度の予算については、事業の進展により必要経費が

大幅に変わること等を勘案し、各事業年度の予算編成過程において、再計算

のうえ決定される。一般管理費のうち公租公課については、所用見込額を試

算しているが、具体的な額は各事業年度の予算編成過程において再計算のう

え決定される。 

[注２] 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

[注３] 受託経費 

国からの受託経費を含む。 

[注４]  

・「廃棄物処理処分負担金」の使途の種類は，電気事業者との再処理役務契

約（昭和 52 年契約から平成 6 年契約）に係わる低レベル廃棄物の処理，

保管管理，輸送，処分に関する業務に限る。 

 （単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）
一般勘定 電源利用勘定 埋設処分業務勘定

収入 収入 収入
運営費交付金 295,540 運営費交付金 444,455 他勘定より受入 8,710
施設整備費補助金 41,747 施設整備費補助金 36,807 受託等収入 13
特定先端大型研究施設整備費補助金 500 特定先端大型研究施設整備費補助金 0 その他の収入 129
国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 31,087 国際熱核融合実験炉研究開発費補助金 0 　
その他国庫補助金 0 その他国庫補助金 0
受託等収入 1,147 受託等収入 25,047
その他の収入 6,702 その他の収入 8,824
廃棄物処理処分負担金 0 廃棄物処理処分負担金 31,000

　 　
計 376,723 計 546,133 計 8,852

　 　 　
支出 支出 支出

一般管理費 39,347 一般管理費 53,293 事業費 111
(公租公課を除く一般管理費） 24,520 (公租公課を除く一般管理費） 23,964 　うち、人件費 63
　うち、人件費（管理系） 15,313 　うち、人件費（管理系） 13,714 　うち、埋設処分業務経費 48
　うち、物件費 9,208 　うち、物件費 10,251 埋設処分積立金繰越 8,741
　うち、公租公課 14,827 　うち、公租公課 29,329
事業費 262,836 事業費 412,472
　うち、人件費（事業系） 106,529 　うち、人件費（事業系） 102,730
　　うち、埋設処分業務勘定へ繰入 19 　　うち、埋設処分業務勘定へ繰入 44
　うち、物件費 156,307 　うち、物件費 309,742
　　うち、埋設処分業務勘定へ繰入 2,584 　　うち、埋設処分業務勘定へ繰入 6,062
施設整備費補助金経費 41,747 施設整備費補助金経費 41,021
特定先端大型研究施設整備費補助金経費 500 特定先端大型研究施設整備費補助金経費 0
国際熱核融合実験炉研究開発費補助金経費 31,087 国際熱核融合実験炉研究開発費補助金経費 0
受託等経費 1,147 受託等経費 25,047
廃棄物処理処分負担金繰越 0 廃棄物処理処分負担金繰越 14,244
廃棄物処理事業経費繰越 59 廃棄物処理事業経費繰越 56
借入償還金 0 借入償還金 0
　　 　 　　 　

計 376,723 計 546,133 計 8,852

区別 区別 区別

平成17年度～平成21年度予算



 

32

・当中期計画期間における使用計画は，以下のとおりとする。 

平成 18～21 年度の使用予定額：全体業務総費用 35,658 百万円のうち、

16,756 百万円 

①廃棄物処理費：  

使用予定額：18～21 年度；2,651 百万円 合計 2,651 百万円 

②廃棄物保管管理費：  

使用予定額：18～21 年度；8,123 百万円 合計 8,123 百万円 

③廃棄物処分費： 

使用予定額：20～21 年度；5,982 百万円 合計 5,982 百万円 

・廃棄物処理処分負担金は次期中期計画に繰越す。 

[注５] 

・一般勘定及び電源利用勘定の「その他の収入」には、機構法第 17 条第１

項に基づく受託研究、共同研究等契約で発生した放射性廃棄物の処理、貯

蔵及び処分のための費用が含まれる。 

・当該費用のうち処理及び貯蔵のための費用は、平成 22 年度以降に使用す

るため、次期中期計画に繰越す。 

 

【人件費相当額の見積り】 

中期目標期間中、「行政改革の重要方針」（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定）

及び「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平

成 18 年法律第 47 号）において削減対象とされた人件費について、総人件費改

革の取組の削減対象外となる任期付研究者等に係る人件費を除き、総額 

179,401 百万円を支出する。なお、上記の削減対象とされた人件費と総人件費

改革の取組の削減対象外となる任期付研究者等の人件費とを合わせた総額は、

186,689 百万円である。（国からの委託費、補助金、競争的研究資金及び民間

資金の獲得状況等により増減があり得る。） 

 

【運営費交付金の算定方法】 

ルール方式を採用。 

 

【運営費交付金の算定ルール】 
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 毎事業年度に交付する運営費交付金(Ａ)については、以下の数式により決定

する。 

A(y)=｛(C(y)－T(y))×α1(係数)+T(y)｝+｛(R(y)×α2(係数)｝+ε(y)－B(y)

×λ(係数) 

C(y)=Pc(y)+Ec(y)+T(y) 

R(y)=Pr(y)+Er(y) 

B(y)=B(y-1)×δ(係数) 

P (y)= Pｃ(y)+Pｒ(y)=｛Pｃ(y－1)+Pｒ(y－1)｝×σ(係数) 

Eｃ(y)=Ec(y－1)×β(係数) 

Eｒ(y)=Er(y－1)×β(係数)×γ(係数) 

 

各経費及び各係数値については、以下のとおり。 

B(y)  ：当該事業年度における自己収入の見積り。B(y－1)は直前の事業年度

における B(y)。 

C(y)  ：当該事業年度における一般管理費。 

Ｅc(y) ：当該事業年度における一般管理費中の物件費。Eｃ(y－1)は直前の事

業年度における 

Eｃ(y)。 

Er(y) ：当該事業年度における事業費中の物件費。Eｒ(y－1)は直前の事業年

度における Er(y)。 

P(y)  ：当該事業年度における人件費(退職手当を含む)。 

Pc(y) ：当該事業年度における一般管理費中の人件費。Pc(y－1)は直前の事業

年度における Pc(y)。 

Pr(y) ：当該事業年度における事業費中の人件費。Pr(y－1)は直前の事業年度

における Pr(y)。 

R(y)  ：当該事業年度における事業費。 

T(y)  ：当該事業年度における公租公課。 

ε(y) ：当該事業年度における特殊経費。重点施策の実施、事故の発生、退職

者の人数の増減等の事由により当該年度に限り時限的に発生する経費

であって、運営費交付金算定ルールに影響を与えうる規模の経費。こ

れらについては、各事業年度の予算編成過程において、人件費の効率
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化等の一般管理費の削減方策も反映し、具体的に決定。ε(y－1)は直

前の事業年度におけるε(y)。 

α1  ：一般管理効率化係数。中期目標に記載されている一般管理費に関する

削減目標を踏まえ、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度

における具体的な係数値を決定。 

α2  ：事業効率化係数。中期目標に記載されている削減目標を踏まえ、各事

業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値

を決定。 

β   ：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度

における具体的な係数値を決定。 

γ   ：業務政策係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度に

おける具体的な係数値を決定。 

δ   ：自己収入政策係数。過去の実績を勘案し、各事業年度の予算編成過程

において、当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

λ   ：収入調整係数。過去の実績における自己収入に対する収益の割合を勘

案し、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体

的な係数値を決定。 

σ   ：人件費調整係数。各事業年度の予算編成過程において、給与昇給率等

を勘案し、当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

 

【中期計画予算の見積りに際し使用した具体的係数及びその設定根拠等】 

上記算定ルール等に基づき、以下の仮定の下に試算している。ただし、平

成 17 年度については、決定額を計上している。 

・運営費交付金の見積りについては、ε(特殊経費)は勘案せず、α1(一般管理

効率化係数)を各事業年度 3.98%(平成 16 年度予算額を基準額として中期計

画期間中に 15%縮減)の縮減、α2(事業効率化係数)を各事業年度 1.0%の縮減

とし、λ(収入調整係数)を一律 1として試算。 

・事業経費中の物件費については、β(消費者物価指数)は変動がないもの(±

0%)とし、γ(業務政策係数)は一律 1として試算。 

・人件費の見積りについては、σ(人件費調整係数)は変動がないもの(±0%)

とし、退職者の人数の増減等がないものとして試算。 
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・自己収入の見積りについては、δ(自己収入政策係数)は据え置き(±0%)とし

て試算。 

・受託収入の見積りについては、過去の実績を勘案し、一律据え置き(±0%)

として試算。 

・補助金の見積りについては、補助金毎に想定される資金需要を積み上げにて

試算。 
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2．収支計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［注 1］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

［注 2］  

・「廃棄物処理処分負担金」の使途の種類は，電気事業者との再処理役務契

約（昭和 52 年契約から平成 6 年契約）に係わる低レベル廃棄物の処理，

保管管理，輸送，処分に関する業務に限る。 

・当中期計画期間における使用計画は，以下のとおりとする。 

平成 18～21 年度の使用予定額：全体業務総費用 35,658 百万円のうち、

16,756 百万円 

①廃棄物処理費：  

使用予定額：18～21 年度；2,651 百万円 合計 2,651 百万円 

②廃棄物保管管理費：  

使用予定額：18～21 年度；8,123 百万円 合計 8,123 百万円 

③廃棄物処分費： 

使用予定額：20～21 年度；5,982 百万円 合計 5,982 百万円 

・廃棄物処理処分負担金は次期中期計画に繰越す。 

[注３] 

 （単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

一般勘定 電源利用勘定 埋設処分業務勘定

費用の部 388,646 費用の部 588,455 費用の部 94

経常費用 388,646 経常費用 588,455 経常費用 94

事業費 225,510 事業費 348,235 事業費 74

　うち、埋設処分業務勘定へ繰入 2,603 　うち、埋設処分業務勘定へ繰入 6,106 一般管理費 5

一般管理費 39,326 一般管理費 53,271 受託等経費 13

受託等経費 1,147 受託等経費 25,047 減価償却費 1

減価償却費 122,663 減価償却費 161,902 財務費用 0

財務費用 0 財務費用 0 臨時損失 ―

臨時損失 ― 臨時損失 ―

純利益 8,741

総利益 8,741

収益の部 388,646 収益の部 588,455 収益の部 8,834

運営費交付金収益 233,696 運営費交付金収益 380,196 他勘定より受入 8,691

補助金収益 24,495 補助金収益 0 受託等収入 13

受託等収入 1,147 受託等収入 25,047 資産見返負債戻入 1

廃棄物処理処分負担金収益 0 廃棄物処理処分負担金収益 16,756 その他の収入 0

その他の収入 6,643 その他の収入 4,554 臨時利益 129

資産見返負債戻入 122,663 資産見返負債戻入 161,902

臨時利益 ― 臨時利益 ― 　 　

　 　 　

　　 　 　　 　

　 　 　 　

区別 区別 区別

平成17年度～平成21年度収支計画
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・一般勘定及び電源利用勘定の「その他の収入」には、機構法第 17 条第１

項に基づく受託研究、共同研究等契約で発生した放射性廃棄物の処理、貯

蔵及び処分のための費用が含まれる。 

・当該費用のうち処理及び貯蔵のための費用は、平成 22 年度以降に使用す

るため、次期中期計画に繰越す。 

 

3．資金計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［注１］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

［注２］  

・「廃棄物処理処分負担金」の使途の種類は，電気事業者との再処理役務契

約（昭和 52 年契約から平成 6 年契約）に係わる低レベル廃棄物の処理，

保管管理，輸送，処分に関する業務に限る。 

・当中期計画期間における使用計画は，以下のとおりとする。 

平成 18～21 年度の使用予定額：全体業務総費用 35,658 百万円のうち、

16,756 百万円 

①廃棄物処理費：  

使用予定額：18～21 年度；2,651 百万円 合計 2,651 百万円 

②廃棄物保管管理費：  

使用予定額：18～21 年度；8,123 百万円 合計 8,123 百万円 

 
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

一般勘定 電源利用勘定 埋設処分業務勘定

資金支出 376,723 資金支出 546,133 資金支出 8,852

業務活動による支出 334,417 業務活動による支出 490,812 業務活動による支出 92

うち、埋設処分業務勘定へ繰入 2,603 うち、埋設処分業務勘定へ繰入 6,106 投資活動による支出 19

投資活動による支出 42,247 投資活動による支出 41,021 次期中期目標の期間への繰越金 8,741

財務活動による支出 0 財務活動による支出 0

次期中期目標の期間への繰越金 59 次期中期目標の期間への繰越金 14,300

資金収入 376,723 資金収入 546,133 資金収入 8,852

業務活動による収入 334,476 業務活動による収入 505,112 業務活動による収入 8,723

運営費交付金による収入 295,540 運営費交付金による収入 444,455 他勘定より受入 8,710

補助金収入 31,087 補助金収入 0 受託等収入 13

受託等収入 1,147 受託等収入 25,047 その他の収入 0

廃棄物処理処分負担金による収入 0 廃棄物処理処分負担金による収入 31,000 投資活動による収入 129

その他の収入 6,702 その他の収入 4,610 財務活動による収入 0

投資活動による収入 42,247 投資活動による収入 41,021 前期中期目標期間よりの繰越金 －

施設整備費による収入 42,247 施設整備費による収入 36,807

その他の収入 0 その他の収入 4,214

財務活動による収入 0 財務活動による収入 0 　 　 　 　

前期中期目標期間よりの繰越金 － 前期中期目標期間よりの繰越金 －

　 　 　 　

区別 区別 区別

平成17年度～平成21年度資金計画
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③廃棄物処分費： 

使用予定額：20～21 年度；5,982 百万円 合計 5,982 百万円 

・廃棄物処理処分負担金は次期中期計画に繰越す。 

[注３] 

・一般勘定及び電源利用勘定の「その他の収入」には、機構法第 17 条第１

項に基づく受託研究、共同研究等契約で発生した放射性廃棄物の処理、貯

蔵及び処分のための費用が含まれる。 

・当該費用のうち処理及び貯蔵のための費用は、平成 22 年度以降に使用す

るため、次期中期計画に繰越す。 

 

4.財務内容の改善に関する事項 

 

(1)自己収入の確保 

外部資金として、多様な外部機関からの競争的資金をはじめとする資金の

導入を図るため、受託研究や共同研究の積極的な展開を進めるとともに、競

争的資金獲得額の中期目標期間中の 5 年間の平均値を平成 16 年度(2004 年

度)の日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構の獲得額の合計に比べ

30％以上増加させる。また、研究開発以外の受託事業及び研修事業による収

入、特許実施料収入、施設・設備の共用による対価収入等の自己収入につい

ても、増加に努める。 

自己収入額の取り扱いにおいては、各事業年度に計画的な収支計画を作成

し、当該収支計画による運営に努める。 

 

(2)固定的経費の節減 

施設(同期間中に新たに稼動を開始する施設を除く。) の維持管理費につい

て、中期目標期間中の平均で対前年度 1％以上を削減する。また、同期間中

に新たに稼動を開始する施設の維持管理費についても、その節減に努める。 

 

(3)調達コストの節減 

契約業務においては、透明性及び公平性を確保し、かつ経済性を高める観

点から、契約に当たっては競争契約の拡大を進めることとし、中期目標期間
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中における随意契約による調達件数の割合及び随意契約による契約総額の割

合の平均値を、調達件数割合については 50％以下(平成 16 年度(2004 年度)

の日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構との合計の実績：58％)に、契

約総額割合については60％以下(平成16年度(2004年度)の日本原子力研究所

と核燃料サイクル開発機構との合計の実績：65％)に減少させる。 

なお、関連会社に対しては、中期目標期間中における随意契約による調達

件数の割合及び随意契約による契約総額の割合の平均値を、調達件数割合に

ついては40％以下(平成16年度(2004年度)の日本原子力研究所と核燃料サイ

クル開発機構との合計の実績：56％)に、契約総額割合については 60％以下

(平成16年度(2004年度)の日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構との

合計の実績：77％)に減少させる。 

 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

短期借入金の限度額は、330 億円とする。短期借入金が想定される事態

としては、運営費交付金の受け入れに遅延等が生じた場合である。 

 

Ⅴ．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときはその計画 

なし 

 

Ⅵ．剰余金の使途 

機構の決算において剰余金が発生したときは、 

・以下の重点研究開発業務への充当 

①高速増殖原型炉「もんじゅ」における研究開発 

②中性子科学研究 

・研究開発業務の推進の中で追加的に必要となる設備等の調達の使途に

充てる。 
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Ⅶ．その他の業務運営に関する事項 

 

1．安全確保の徹底と信頼性の管理に関する事項 

原子力事業者として、法令遵守を大前提に安全確保を業務運営の最優先事

項とすることを基本理念とし、自ら保有する原子力施設が潜在的に危険な物

質を取り扱うとの認識に立ち、安全管理に関する基本事項を定めるとともに、

自主保安活動を積極的に推進し、施設及び事業に関わる原子力安全確保を徹

底する。また、原子力安全の基礎をなす技術者倫理の醸成を図るため、倫理

規程を定める等従業員の意識向上を図るとともに、役職員のコンプライアン

ス（法令遵守、企業倫理）の徹底を図るため、内部統制を含めた業務管理の

充実を図る。 

多様な核燃料サイクル施設を有し、多くの核物質を扱う機関として、率先

して保障措置協定等の国際約束及び関連国内法を遵守し、原子力施設や核物

質について適切な管理を行う。国際基準や国内法令の改正に対応した核物質

防護の強化を図るとともに、核物質輸送の円滑な実施に努める。 

原子力災害時に適切に対応するため、必要な人材の教育・訓練を実施し、

地域とのネットワークによる情報交換、研究協力、人的交流等を行い、平常

時から緊急時体制の充実に努める。また、地方公共団体等が行う原子力防災

訓練及び講習会等に積極的に協力するとともに、必要な指導、教育を行う。 

原子力安全に関する品質目標の策定、目標に基づく業務の遂行及び監査の

実施により、保安規定に導入した品質マネジメントシステムを確実に運用す

るとともに、継続的な改善を図る。 

原子力施設における安全に関する教育・訓練計画を定め、必要な教育・訓

練が確実に実施されていることを把握するとともに、継続して実施すること

により、機構全体の安全意識の向上を図る。 

労働災害の防止、労働安全衛生等の一般安全の確保へ向けた安全活動を推

進する。 

緊急時における情報共有化に関する対応システムを整備し確実な緊急時

対応を図る。 

 

2．施設・設備に関する事項 
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機能が類似または重複する施設・設備(以下「施設等」という。) につい

て、より重要な施設等への機能の重点化、集約化を進める。業務の遂行に必

要な施設等については、重点的かつ効率的に、更新及び整備を実施する。 

平成 17 年度(2005 年度)から平成 21 年度(2009 年度)内に取得・整備する

施設・設備は次の通りである。 

(単位：百万円) 

施設設備の内容 予定額 財源 

高速増殖原型炉「もんじゅ」の改造 22,720 施設整備費補助金 

大強度陽子加速器施設の整備 41,645 施設整備費補助金 

幌延深地層研究センターの地上施設の整備 2,821 施設整備費補助金 

 

[注]金額については見込みである。 

なお、上記のほか、中期目標を達成するために必要な施設の整備、大規模施設の

改修、高度化等が追加されることがあり得る。また、施設・設備の老朽度合等を勘

案した改修等が追加される見込みである。 

 

3．放射性廃棄物の処理・処分並びに原子力施設の廃止措置に関する事項 

自らの原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理・処分は、原子力の

研究、開発及び利用を円滑に進めるために、重要な業務であり、計画的、安

全かつ合理的に実施し、原子力施設の設置者及び放射性廃棄物の発生者とし

ての責任を果たしていく。 

 

(1)放射性廃棄物の処理・処分に関する事項 

1)放射性廃棄物の処理 

① 低レベル放射性廃棄物の処理については、契約によって外部事業者か

ら受け入れたもの及び東海再処理施設において民間事業者との再処理役

務契約の実施に伴い発生したものも含め、安全を確保しつつ、固体廃棄

物の焼却、溶融、圧縮、液体廃棄物の固化等の減容、安定化、廃棄体化

処理、廃棄物の保管管理を計画的かつ着実に促進し、これらを将来処分

または外部に搬送するまでの間、適切に保管管理できるようにする。 

② 高レベル放射性廃棄物の管理については、ガラス固化体の貯蔵方策等
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の検討を進め、適切な貯蔵対策を講じる。 

 

2)放射性廃棄物の処分 

 低レベル放射性廃棄物の処分については、安全規制等の処分に関する

制度の準備状況を踏まえつつ、発生者責任の原則に従いかつ、他の発生

者を含めた関係機関と協力して処分の実現を目指した取組を進める。こ

のうち、浅地中処分相当(トレンチ処分及びコンクリートピット処分)に

ついては、自己の廃棄物に加え、機構の業務の遂行に支障のない範囲内

で他者の廃棄物の処分を受託することも踏まえて、埋設施設の設計・安

全性の評価、事業資金計画の検討等を行い合理的な事業計画の策定に係

る取組を進める。余裕深度処分相当については、合理的な処分に向けた

実施体制、スケジュール等の調整を進める。地層処分相当については、

高レベル放射性廃棄物との併置処分等の合理的な処分ができるよう検討

を進める。 

 

(2)原子力施設の廃止措置に関する事項 

統合による合理化・効率化、資源投入の選択と集中を進めるため、機構は、

使命を終えた施設及び老朽化した施設については、効率的な廃止措置を計画

的に進めるとともに、機能の類似・重複する施設については、機能の集約・

重点化を進め、不要となる施設を効率的かつ計画的に廃止する。 

 

以下の各施設について、廃止を含む整理・合理化のために必要な措置を

着実に実施する。 

①使命を終えた施設の廃止措置 

○ 中期目標期間前に使命を終え、廃止措置または廃止措置準備を進めてい

た施設 

・放射性物質放出実験装置(VEGA)…平成 17 年度(2005 年度)より解体に

着手し、所要の取組みを進める。 

・研究炉２(ＪＲＲ－2)…解体を進める。 

・高温ガス炉臨界実験装置(VHTRC)…平成 21 年度(2009 年度)までに解体

を終了する。 
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・再処理特別研究棟…一部施設撤去中 平成 26 年度(2014 年度)までの

終了を目指し所要の取組みを進める。 

・むつ地区燃料・廃棄物取扱棟…解体を進める。 

・ウラン濃縮研究棟…平成 24 年度(2012 年度)より解体に着手し平成 26

年度(2014 年度)までの終了を目指し所要の取組みを進める。 

・同位体分離研究施設…平成 20 年度(2008 年度)より解体に着手し平成

21 年度(2009 年度)までに終了する。 

・高性能トカマク開発試験装置(JFT-2M)…平成 20 年度(2008 年度)に廃

止措置を終了する。 

・液体処理場…平成 22 年度(2010 年度)より解体に着手し平成 26 年度

(2014 年度)までの終了を目指し所要の取組みを進める。 

・圧縮処理装置…平成 25 年度(2013 年度)より解体に着手し平成 26 年度

(2014 年度)までの終了を目指し所要の取組みを進める。 

・重水臨界実験装置(DCA)…廃止措置を進める。 

・東濃鉱山…今後、閉山措置の進め方を検討する。 

・新型転換炉「ふげん」※…平成 17 年度(2005 年度)より廃止措置に着

手する。 

・濃縮工学施設※…中期目標期間中に廃止措置に着手する。 

・ウラン濃縮原型プラント※…中期目標期間中に廃止措置に着手する。 

・東海地区ウラン濃縮施設※…中期目標期間中に廃止措置に着手する。 

・製錬転換施設※…中期目標期間中に廃止措置に着手する。 

・プルトニウム燃料第 2開発室…平成 23 年度(2011 年度)以降に廃止措

置に着手すべく所要の取組みを進める。 

・ナトリウムループ施設…平成 23 年度(2011 年度)以降に廃止措置に着

手すべく所要の取組みを進める。 

・バックエンド技術建家(ダンプコンデンサー建家)…除染技術開発等の

研究開発を終了した後に、放射能濃度測定の技術開発場所として再利

用する。 

○中期目標期間中に使命を終え、廃止措置に着手する施設 

・自由電子レーザー(FEL)…平成 18 年度(2006 年度)に停止する。 

・粒子工学試験装置の一部(PBEF、NITS)…平成 18 年度(2006 年度)に停
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止する。 

 

○中期目標期間終了後に廃止措置に着手するための準備を行う施設 

・廃棄物安全試験施設(WASTEF)…平成 21 年度(2009 年度)に停止する。 

 

②老朽化により廃止する施設 

該当施設なし。 

 

③類似・重複する機能を他の施設に集約重点化することにより廃止する施

設 

○中期目標期間前に使命を終え、廃止措置または廃止措置準備を進めてい

た施設 

・ホットラボ施設(照射後試験施設)…燃料試験施設(RFEF)に機能を集約

する計画のもと、設備機器を解体中。平成 24 年度(2012 年度)までの終

了を目指し所要の取組みを進める。 

○中期目標期間中に廃止措置に着手する施設 

・2号電子加速器照射施設…1号電子加速器照射施設に機能を集約し、平

成 17 年度(2005 年度)に停止する。 

・バックエンド研究施設(BECKY)空気雰囲気セル 3基…高レベル放射性物

質研究施設(CPF)に機能を移管し、平成 21年度(2009 年度)に停止する。 

・冶金特別研究棟…バックエンド研究施設(BECKY)に機能を集約し、平成

19年度(2007 年度)より解体に着手し平成 20年度(2008 年度)までに終

了する。 

・再処理試験室…バックエンド研究施設(BECKY)に機能を集約し、平成

20年度(2008 年度)より解体に着手し平成 21年度(2010 年度)までに終

了する。 

・プルトニウム研究 2棟…バックエンド研究施設(BECKY)に機能を集約し、

平成20年度(2008年度)より解体に着手し平成21年度(2010年度)まで

に終了する。 

・セラミック特別研究棟…バックエンド研究施設(BECKY)に機能を集約し、

平成19年度(2007年度)より解体に着手し平成20年度(2008年度)まで
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に終了する。 

 

○中期目標期間終了後に廃止措置に着手するための準備を行う施設 

・プルトニウム研究 1棟…バックエンド研究施設(BECKY)に機能を集約し、

平成24年度(2012年度)より解体に着手し平成26年度(2014年度)まで

の終了を目指し所要の取組みを進める。 

④中期目標期間中に廃止措置の着手時期、事業計画の検討に着手する施設 

・保障措置技術開発試験室施設(SGL) 

・東海再処理施設 

・大型非定常試験装置(LSTF) 

 

(※印の施設は、動燃改革により整理された事業に供された施設) 

(廃止措置計画の認可が必要な施設については、当該認可をもって廃止措置

着手とする。) 

 

上記の他、人形峠周辺の捨石堆積場の措置を実施するとともに、人形峠

環境技術センター内の鉱さい堆積場の措置方法の検討を行う。 

なお、原子力施設の廃止措置については、当該施設に係る外部利用者等

のニーズを確認した上で、廃止後の機構の研究開発機能の在り方、国内外

における代替機能の確保、機能の他機関への移管、当該施設の利用者の意

見等を踏まえて、具体的な原子力施設の廃止時期及び廃止方法の検討を行

うものとする。 

 

4．国際約束の誠実な履行 

機構の業務運営に当たっては、我が国が締結した原子力の研究、開発及

び利用に関する条約その他の国際約束の誠実な履行に努める。 

 

5．人事に関する計画 

 

(1)方針 

国家施策に基づく重要プロジェクトの確実な遂行から創造性に富んだ基
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礎・基盤研究までの幅広い業務を着実に遂行するため、個々人の能力・適性

を活用できるよう組織横断的かつ弾力的な人材配置を促進する。 

競争的で流動的な環境の創出による研究活動の活性化、及び、柔軟性と機

動性による研究の効果的推進を図るため、任期付研究員等の活用を推進する。 

機構が果たすべき多様なミッションの遂行に資する産学官との適切且つ

効果的な連携を図るため、大学、産業界等との人事交流、及び技術移転に関

わる人的協力を着実に実施する。 

組織の活性化、業務の効率的な実施のため、適切な人事評価制度及びその

処遇への反映を考慮した人事制度を採用する。 

機構業務の効率的・効果的な遂行に資するため、職員の能力向上を図るた

めの人材育成を体系的かつ計画的に推進する。 

 

(2)人員に係る指標 

統合効果を活かし、事務の効率化に努める。 

(参考 1) 

・期初の職員(運営費交付金により職員給与を支給する任期の定めのな

い者)数                       4,386 名 

・期末の職員(運営費交付金により職員給与を支給する任期の定めのな

い者)数の見込み                   3,956 名 

(参考 2) 

中期目標期間中の「行政改革の重要方針」（平成 17 年 12 月 24 日閣議決

定）及び「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す

る法律」（平成 18 年法律第 47 号）において削減対象とされた人件費総額

見込み（総人件費改革の取組の削減対象外となる任期付研究者等に係る

人件費を除く。） 

179,401 百万円 

(参考 3)  

（参考 2）において削減対象とされた人件費と総人件費改革の取組の削

減対象外となる任期付研究者等の人件費とを合わせた人件費総額見込み

（国からの委託費、補助金、競争的研究資金及び民間資金の獲得状況等

により増減があり得る。）                  186,689 百万円 
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6．中期目標期間を超える債務負担 

中期目標期間を超える債務負担については、研究開発を行う施設・設備の

整備等が中期目標期間を超える場合で、当該債務負担行為の必要性及び資金

計画への影響を勘案し合理的と判断されるものについて行う。 

以上 


